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要旨　本研究では，名古屋市における新型コロナウイルス感染（COVID�１９）対策に対する

救急告知病院・消防署および保健センターの６５歳以上人口のカバー状況について，GIS（地

理情報システム）と jSTAT MAP（地図で見る統計）を用いた地理空間情報分析を行うこと

である。jSTAT MAP により各施設への到達圏を自動車１０分（１５km/h），徒歩３０分（２km/h）

で算出し，当該到達圏内の６５歳以上人口について名古屋市の国勢調査（小地域）から明らか

にする。
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Abstract　In this study, by using GIS and jSTAT MAP we analyze geospatial infor-

mation regarding the coverage of the population aged ６５ and over at emergency 

notification hospitals, fire departments, and health centers for the countermeasures 

against COVID�２０１９ in Nagoya.　The reach of each department is calculated by 

jSTAT MAP in １０ minutes by car（１５km/h）and ３０ minutes on foot（２km/h）, and 

the population aged ６５ and over within the reach of each department from the census

（sub-region）of Nagoya.
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１．は　じ　め　に

中華人民共和国湖北省武漢市において２０１９年１２月以降，「新型コロナウイルス感染症 

（COVID�１９）」の患者が報告されて以来，全世界で感染者が確認されるパンデミックと呼

ばれる広がりとなり，２０２０年後半現在，日本においても全国での感染者が日々報告され続

けている状況である�。

このような状況下，２０２０年４月７日，新型コロナウイルスの感染拡大を受け，新型イン

フルエンザ等対策特別措置法第３２条第１項の規定に基づき，国内では「緊急事態宣言」が

発令され，同年４月１６日には全都道府県に拡大され，同年５月７日まで延長されるととも

に，東京都など愛知県を含めた都道府県� は「特定警戒都道府県」とされた。２０２０年後半

現在，愛知県，特に名古屋市の栄・錦地区の感染状況は厳しく，一時は愛知県独自の「緊

急事態宣言」および「緊急事態措置」が取られていたものの，同年８月２４日には解除され

た。

しかし，感染が終息したとは言えず，特に新型コロナウイルス感染対策の中で重要と

なってくるのは，PCR 検査であることは言うまでもないが，高齢者が重篤となるケースが

多くみられ，緊急時の高齢者の感染者対策が必要不可欠となってくる。

特に介助が必要な高齢者，身体障害者等が緊急に医療を受ける必要のある場合，救急車

を呼び，救急搬送を受け入れてくれる患者等搬送認定事業者，つまり救急告知病院に迅速

に搬送し，受診が可能となることが必要である。総務省消防庁の「令和元年度　救急救助

の現状」（https://www.fdma.go.jp/publication/rescue/post-１.html）によれば，「平成

３０年中の救急自動車による救急出動件数は６６０万５,２１３件（２６万３,０６６件増）と過去最多と

なっている。」とある�。また，PCR 検査などの「新型コロナウイルス」の感染症対策な

どで相談を必要とする場合，名古屋市１６区の場合，各区の「保険医療センター」の役割が

重要となってくる。

そこで本研究では，名古屋市内における「新型コロナウイルス」感染症などで重篤化の

傾向が強い高齢者，特に６５歳以上人口を対象とした分析を試みる。
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� 名古屋市 Web サイト「新型コロナウイルス感染症関連情報」参照。

� 東京都及び大阪府，北海道，茨城県，埼玉県，千葉県，神奈川県，石川県，岐阜県，愛知県京

都府，兵庫県，福岡県の各都道府県である。名古屋市 Web サイト「新型コロナウイルス感染症

関連情報」参照。

� 総務省消防庁 Web サイト　救急救助の現状を参照のこと。



まず，小林監修・編集（２０２０）によれば，『「救急医療」とは，多様な救急患者を病院へ

搬送することを目的として，重症度のよって軽症患者とされる徒歩などの患者と自らの外

来受診に対応する「一次（初期）救急病院」，中等症患者とされる入院加療に対応する「二

次救急病院」，そして重症患者とされる手術や集中治療に対応する「三次救急病院（救急

救命センター）」』を指すとされる。

次に「新型コロナウイルス」感染症と「救急医療」の重要性については，磯川ほか

（２０２０）『特別企画　コロナ戦記―救急医・集中治療医・ナースの英知を集めよう［前編］』

「４　都内救命救急センターにおける新型コロナウイルス感染症（第一波）への対応」Emer 

  所収によれば，東京都中央区の聖路加国際病院の新型コロナウイルス感染症（COVID� 

１９）の第一波における救急医療の対応状況の概要について，「救急車と Walk In 患者」の

２０２０年３月下旬からの対応について以下のように記述されている。『COVID�１９ に対応で

きる集中治療室や救急外来診療スペースが逼迫した状況となり，COVID�１９ の可能性のあ

る救急要請は断らざるおえない状況が発生するようになった。』，さらに『救急車と Walk 

In 患者を合わせた救急外来受診者総数は，２０１９年３月～５月が１０,８６９名，２０２０年３月～５

月が６,７５２名と，例年の同時期よりも３８％減であった。』とある。これらの理由として，『当

院では Walk In 患者と救急搬送患者を同じエリア内で診療しているため，不要不急の 

Walk In 患者が減少したことは，救急外来でのオーバーフローを防ぐ上で幸いであったが，

（途中略）一時的に救急車を断らなければならない事態が多々発生した。』と当時の状況を

説明している。したがって，「救急医療」に携わる医療機関は，常に救急車と Walk In 患

者を合わせた救急外来に備えて置く必要性と重要性が示されている�。

本研究では，消防署への救急搬送要請の入電から救急車の出動，現場到着，救急告知病

院への搬送，そして医師への引継ぎを一連の救急搬送と考え，所要時間を到達圏として検

証し分析する。さらに Walk In 患者の対応は，「新型コロナウイルス」感染症対策として

は重要性を増すことになる�。そこで，Walk In 患者の救急告知病院への徒歩による外来，

そして各地区に配備されている「保健センター」への徒歩による外来の到達圏の検証と分

析も行うこととする。

具体的には救急車を呼び救急告知病院に救急車で患者を搬送することを想定し，車およ

び救急車での市内での搬送時間などを考慮したカバー圏内の状況を検証する。さらに，総
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� Emer  （2020），小林編ほか（2020）参照のこと。

� Emer  （2020）には，「新型コロナウイルス感染症（COVID�19）と救急医療」についての

特集記事が組まれており，2020年前半の救急医療機関の現状が記述されている。



務省消防庁の「令和元年度　救急救助の現状」の以下の記述，「現場到着までの平均所要

時間は８.７分，病院等収容までの平均所要時間は３９.５分となり」を参考として�，救急搬送

の所要時間を検証する。

まず，６５歳以上人口の高齢者の救急搬送を取り上げる理由としては，救急搬送の半数以

上が６５歳以上人口の高齢者であり，これらの高齢者の占める割合が年々増加傾向にあると

総務省消防庁の「令和元年度　救急救助の現状」に公表されている。例えば，６５歳以上高

齢者の搬送人員対前年比について見てみると，平成２９年中：全体５,７３６,０８６人に対して３,３７１,１６１

人（全体比５８.８％），平成３０年中：全体５,９６０,２９５人に対して３,５３９,０６３人（全体比５９.４％）と

なっている。したがって，対前年比では，全体２２４,２０９人増（３.９％増）に対して１６７,９０２人

増（５.０％増）となっている�。

さらに総務省消防庁の「令和元年度　救急救助の現状」によれば，「入電から医師引継

ぎまでの平均所要時間」については，「平均所要時間が最も早かったのは管轄人口区分が

３０万人以上７０万人未満の消防本部３６.９分で，最も時間を要していたのは管轄人口区分が５

万人未満の消防本部４２.４分となっている。」と記述されており，救急車が，入電から現場到

達所要時間が約１０分程度であったとしても，現場から救急告知病院への搬送所要時間，そ

して，医師引継ぎを含めると約３０分以上は要するとされている�。

したがって，本研究では救急搬送については，「入電から救急者の出動，現場到着，救

急告知病院への搬送，そして，医師引継ぎ」を一連の所要時間と考慮し，到達圏エリアを

検証する。

また，６５歳以上人口の高齢者が，各種の感染症対策なども含めた相談が，徒歩などで比

較的容易に行える各区の保健センターのカバー状況なども検証する。

そして，以下で説明する「政府統計の総合窓口（e-Stat）」，国土交通省が無償提供する

「国土数値情報」，国土地理院が無償提供する「基盤地図情報」などの「空間データ」を利

用することでデータの地図化を可能とし，さらに「統計データ」と組み合わせることでよ

り詳細な分析を行うことができる。

さて，GIS（Geographic Information System：地理情報システム）とは，橋本（２０１６， 
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�　総務省消防庁 Web サイト　救急救助の現状「令和元年度　救急救助の現状」PDF 版「第49

表　事故種別及び現場到着所要時間別出動件数」，および「第51表　事故種別及び病院収容所要

時間別搬送人員」を参照のこと。

�　総務省消防庁 Web サイト　救急救助の現状「令和元年度　救急救助の現状」PDF 版「第29

表　年齢区分別の搬送人員対前年比」を参照のこと。

�　総務省消防庁 Web サイト　救急救助の現状を参照のこと。



２０１９）によれば，「コンピューター上で空間データと属性データを統合してデータベース

を構築し，それを検索・分析・表示（可視化）できるようにしたシステムである。」と定

義している。また，関根（２０１８）では，「地理情報の重要性を社会に認識させるとともに，

地理学においても研究対象や分析方法，研究成果に大きな変化をもたらしている。」と述

べ，また河端（２０１８）は，GIS を利用することで「位置情報を軸として様々なデータを重

ねて表示したり，統合したりでき」，経済分野・政策分野においても活用が進んでいると

述べている�。

GIS で用いられる地理空間情報は，空間データと属性データを統合した情報であり，位

置情報が付与された建物や道路などの地物や，特定の地点や地域などである。これらの中

でも分析と中心となる情報は，国土地理院が提供する「基盤地図情報」，総務省が提供す

る「政府統計の総合窓口（e-Stat）」等から公開されているデータをダウンロードし利用す

ることが可能である。さらに，「jSTAT MAP（地図で見る統計）」を利用することで，多

くのデータを Web 上で地図化が可能であり，また，国勢調査（小地域）なども空間デー

タと属性データが生み合わせて提供されており，総合的な地図化を比較的容易に行うこと

が可能となっている。

国や地方自治体などが公表する Web サイトからは，様々な有用なデータ等が提供され

ている。例えば，地球温暖化の影響による各地域で頻繁に起こる集中豪雨などに備える

「ハザードマップ」などは，比較的容易に入手可能であるが，これらは各自治体が，独自

で GIS を用いて作成した地理空間情報である。しかし，必要と思われる建物などの地物で

も，名称，住所，そして電話番号等しか記載されていない場合，これらを利用してすぐに

は GIS を用いた地理空間情報には加工することは難しい。しかし，東京大学空間情報科学

研究センターが提供する「CSV アドレスマッチングサービス」は，住所データから座標値

（経度緯度）を付与して GIS での利用を可能としている。また，このサービスを利用する

ことで，NTT が Web 版で提供する「ｉタウンページ」を利用すれば，日本全国の企業や

店舗を検索し，GIS による地理空間情報の利用を幅広く可能とする。

名古屋市内における救急告知病院・消防署および保健センターの到達圏の分析は，「jSTAT 

MAP（地図で見る統計）」を利用し，「ジオコーディング」，「エリア作成」から実際の道路

ネットワーク上の到達圏を「エリアファイル」として GIS による描画が行われ，シェープ
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�　地理情報システム（GIS）については貞弘ほか（2018），Anselin, L.（1995），Tamesue, K. 

et al.（2013）等を，地理空間分析の応用などについては奥野ほか（2015），鈴木ほか（2019）な

どを参照のこと。



ファイルとしてエクスポートする。そして，各到達圏のエリアファイルは，通常の GIS 描

画分析で行われる，例えば ５００m バッファー作成の分析に置き換えることが可能となる。

したがって本研究では，コンビニ商圏内の人口に関しては，橋本（２０１６，２０１９），大場

（２０１９）により分析が行われているが�，この分析を基本として，地図で見る統計（jSTAT 

MAP）を利用して到達圏を導出し，各到達圏内の人口密度，６５歳以上人口密度による到達

圏内面積による按分から人口密度を算出し，総人口，６５歳以上人口を算出し，カバー状況

を地理空間情報分析から試みる。したがって，前述の既存研究のコンビニエンスストアの

商圏を各店舗からの ５００m バッファー，３５０m バッファー等をコンビニ商圏とし，該当圏

内人口等を求める分析を応用したものと位置付けられる。

２．分　析　方　法

　２.１．分析対象と使用データ

本研究では，河端編（２０１８）所収，第１１章「jSTAT MAP を活用した救急告知病院の到

達圏」で紹介されている「沖縄本島の救急告知病院の到達圏の作成」を参考として，「政

府統計の総合窓口（e-Sat）」内の「地図で見る統計（jSTAT MAP）」を利用して，名古屋

市内１６区内の直線距離ではない道路ネットワーク上の距離に基づいた分析対象とする地物

からの自動車および徒歩による時速と所要時間を考慮した到達圏を作成する。

名古屋市内の１６区で登録されている「救急告知病院」は，「あいち救急医療ガイド―愛

知県　救急医療情報システム―」（http:/ /www.qq.pref.aichi.jp/），「保健センター」は，

名古屋市 Web サイト「名古屋市１６区保健センター感染症対策等担当一覧」（http:/ /www. 

city.nagoya.jp/kurashi/）から住所等の情報を入手しデータベースを作成する。また，救

急車の発動に関連する名古屋市１６区内の消防署の情報は，国土数値情報ダウンロードサー

ビス「３．地域　施設　消防署（ポリゴン・ポイント）」（https:/ /nlftp.mlit.go.jp/ksj/）

から，名古屋市１６区内分をデータベース化する。

名古屋市の境界データおよび人口などの統計データは，政府統計の総合窓口（e-Stat）

「地図で見る統計（統計 GIS）データダウンロード　国勢調査（２０１５年小地域（町丁・字

等別））年齢（５歳階級，４
　

 区分）別，男女別人口」（https:/ /www.e-stat.go.jp/gis）か

ら名古屋市の総人口，６５歳以上人口などの統計データを入手する。総人口については，（１５
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�　日本の所得格差についての分析では，探索的空間データ分析を行った Tamesue, K. et al.（2013）

などの例もある。



歳未満人口）＋（１５～６４歳人口）＋（６５歳以上人口）として算出してデータを使用する。また，

名古屋市１６区の「行政区域」については，前述の国土数値情報ダウンロードサービスから

入手する。

２.２． 地図で見る統計（jSTAT MAP）を利用した到達圏エリアファイルの作成と６５歳

以上人口のカバー状況のデータベース化と地図化

まず分析の準備として，名古屋市の「救急告知病院」の基本情報は，前述のように「あ

いち救急医療ガイド―愛知県　救急医療情報システム―」から名古屋市内で登録されてい

る医療施設をから住所等を入手し，jSTAT MAP のオンライン上の「ジオコーディング」

機能を用いてポイントデータを作成し地図化する，そして「エリア作成」機能から実際の

道路ネットワーク上の到達圏を「エリアファイル」を作成し GIS による描画が行われる。

一方，名古屋市の「救急告知病院」の基本情報は，東京大学空間情報科学研究センターが

提供する『CSV アドレスマッチングサービス』からポイントデータを作成しシェープファ

イルとした上で，政府統計の総合窓口（e-Stat）内の２０１５年国勢調査（小地域）の［年齢

（５歳階級，４
　

 区分）別，男女別人口］から入手可能な人口および６５歳以上人口等の統計

データと統合することで救急告知病院との一定時間内での到達圏内に居住する６５歳以上人

口等を GIS による描画が行われ，カバー状況を地理空間情報分析によって検証する。

また，名古屋市内の消防署の情報は，国土数値情報ダウンロードサービスから入手し，

データベースを作成する。名古屋市内の「保健センター」は，名古屋市 Web サイト「名

古屋市１６区保健センター感染症対策等担当一覧」から入手しデータベース化する。そして，

名古屋市内の救急告知病院の到達圏のエリアファイル作成と到達圏内６５歳以上人口のカ

バー状況の分析と同様に jSTAT MAP のオンラインを利用し分析と検証を行う。

３．分　析　結　果

　３.１．名古屋市の６５歳以上人口の分布

まず，名古屋市の６５歳以上人口の居住状況について，政府統計の総合窓口（e-Stat）内

の２０１５年国勢調査（小地域）の［年齢（５歳階級，４
　

 区分）別，男女別人口］から人口等

の統計データを入手し，６５歳以上人口の統計データを GIS により描画し，今後の各施設の

到達圏内人口を検証する際のベンチマークとする。

図１は２０１５年国勢調査（小地域（町丁・字等別））［年齢（５歳階級，４
　

 区分）別，男女

名古屋市における新型コロナウイルス感染症（COVID�19）対策のための
救急告知病院・消防署および保健センターの設置状況（角野）
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別人口］より町丁・字等別で６５歳以上人口を集計し，GIS で描画したものである。守山区

の北東側や港区の南側は，他の町丁・字等別の単位に比べ面積が比較的広いこともあり，

エリア内に１,０００人を超しているが，名古屋市全体を概観すると，各区の大きな差異はな

く，２００人から７００人前後である。したがって，各区の６５歳以上人口の高齢者率は，各区の

総人口に比例しており，図１から見て取ることができた概ね２５％前後であることが，改め

て理解される。したがって，６５歳以上人口は，名古屋市内にまんべんなく分布しており，

救急医療に必要な「救急告知病院」，「消防署」，そして，「保健センター」等の各施設は，

各区で均等ではなく，各区の面積エリアに比例して施設は必要であると予想される。
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図１　名古屋市　小地域（町丁・字等別）６５歳以上人口分布



表１は名古屋市内および各区の人口を各々集計し，また名古屋市内および各区の６５歳以

上人口を各々集計し，高齢化率を導いたものである。これから分かることは，名古屋市の

高齢化率は，概ね２５％前後であることが分かる。また，各区での大きな高齢化率の偏りは

見られない。

ただし各区のエリアの大きさにもよるが，人口は，熱田区の６５,８９５人から，緑区の２４１,８２２

人とある程度の幅があることが分かる。各区の高齢者率は，概ね２５％前後であるが，実人

数で比べてみると，熱田区の１６,７２１人が最も少なく，緑区の５９,９０４人と３倍以上の開きが

あることもデータから見えてくる。したがって，この後分析を進めるが，各区で均等に

「救急告知病院」，「消防署」，そして，「保健センター」を配置したとしても，各区での地

域間格差は生じてくるであろうことが予想される。

３.２．名古屋市の高齢者人口密度の分布

図２は２０１５年国勢調査（小地域（町丁・字等別））［年齢（５歳階級，４
　

 区分）別，男女

別人口］より，［統計データ］，［境界データ］より町丁・字等別で高齢者人口密度（６５歳

以上人口密度）を GIS で描画したものである。名古屋市全体を概観すると，各区の大きな

差異はない。各区の中でも例外的に緑区の一部のエリアのみに高齢者人口密度が高いとこ

ろも存在するが，図２右下に緑区を拡大しても１か所のみと限定されている。

名古屋市全図の描画では，２,５００以下，約６,７００以下の地域が大半であると理解される。

したがって，６５歳以上人口は，高齢者人口密度からみても名古屋市内では極端な偏りは少

なく，救急医療に必要な「救急告知病院」，「消防署」，そして，「保健センター」等の各施

設は，各区で均等ではなく，各区の面積エリアに比例して施設は必要であると予想される。

名古屋市における新型コロナウイルス感染症（COVID�19）対策のための
救急告知病院・消防署および保健センターの設置状況（角野）
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表１　名古屋市全体・各区内６５歳以上人口および高齢者率

瑞穂区昭和区中区中村区西区北区東区千種区名古屋市

１０５,３５７１０７,１７０８３,２０３１３３,２０６１４９,０９８１６３,５７９７８,０４３１６４,６９６２,２９５,６３８人口（人）

２７,１０８２４,６１３１７,１９６３６,５１４３５,９６９４４,９３５１７,４５７３７,５３１５５６,０５５
６５歳以上

人口（人）

２６％２３％２１％２７％２４％２７％２２％２３％２４％（高齢者率）

天白区名東区緑区守山区南区港区中川区熱田区

１６２,６８３１６４,０８０２４１,８２２１７２,８４５１３６,９３５１４６,７４５２２０,２８１　６５,８９５人口（人）

３４,５７３３３,４７５５９,９０４４０,５３０３９,１２６３７,６５３５２,７５０１６,７２１　
６５歳以上

人口（人）

２１％２０％２５％２３％２９％２６％２４％２５％　（高齢者率）

注）高齢者率＝（６５歳以上人口）（０歳～１４歳人口＋１５歳から６４歳人口＋６５歳以上人口）により計算。

出所：政府統計の総合窓口（e-Stat）　２０１５年国勢調査（小地域）［年齢（５歳階級，４区分）別，男女別人口］より

統計データを抽出し，筆者が加工。



表２は名古屋市内および各区の６５歳以上人口を各々集計し，名古屋市全体面積および各

区面積の各々から高齢者人口密度（６５歳以上人口密度）を導いたものである。これから分

かることは，名古屋市全体の高齢者人口密度は，約１,７００であることが分かる。

　また，各区での高齢者人口密度は，エリアの大きさに依存し，ある程度の差異が生じる

ことが考えられるから，港区の約８００から瑞穂区および北区の約２,５００前後までの数値差が

あり，約３倍以上の開きがあることもデータから見えてくる。したがって，この後分析を

進めるが，各区で均等に「救急告知病院」，「消防署」，そして，「保健センター」を配置し

たとしても，各区での地域間格差は生じてくるであろうことが予想される。
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図２　名古屋市　小地域（町丁・字等別）高齢者人口密度分布



３.３．名古屋市の各区内高齢者人口密度の分布

図３は２０１５年国勢調査（小地域（町丁・字等別））［年齢（５歳階級，４
　

 区分）別，男女

別人口］より，名古屋市内各区で集計した高齢者人口密度（６５歳以上人口密度）を GIS で

描画したものである。名古屋市全体を概観すると，各区の大きな差異はない。

名古屋市全図の描画では，１,２００以上２,３００以下の地域が大半であると理解される。した

がって，６５歳以上人口は，各区での高齢者人口密度からみても名古屋市内で極端な偏りは

少なく，救急医療に必要な「救急告知病院」，「消防署」，そして「保健センター」等の各

施設は，各区で均等ではなく，各区の面積エリアに比例して施設は必要であると予想され

る。
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表２　名古屋市全体・各区内高齢者人口密度

瑞穂区昭和区中区中村区西区北区東区千種区名古屋市

１１.２２１０.９４９.３８１６.６３１７.９３１７.５３７.７１１８.１８３２６.５０面積（km２）

２７,１０８２４,６１３１７,１９６３６,５１４３５,９６９４４,９３５１７,４５７３７,５３１５５６,０５５
６５歳以上

人口（人）

２４１６.０４２２４９.８２１８３３.２６２１９５.６７２００６.０８２５６３.３２２２６４.２０２０６４.４１１７０３.０８（高齢者人口密度）

天白区名東区緑区守山区南区港区中川区熱田区

２１.５８１９.４５３７.９１３４.０１１８.４６４５.６８３２.０２８.２０面積（km２）

３４,５７３３３,４７５５９,９０４４０,５３０３９,１２６３７,６５３５２,７５０１６,７２１
６５歳以上

人口（人）

１６０２.０９１７２１.０８１５８０.１６１１９１.７１２１１９.５０８２４.２８１６４７.４１２０３９.１５（高齢者人口密度）

注）高齢者率＝（６５歳以上人口）（０歳～１４歳人口＋１５歳から６４歳人口＋６５歳以上人口）により計算。

　　高齢者人口密度＝（６５歳以上人口（人）/面積（km２））

出所：人口統計：政府統計の総合窓口（e-Stat）　２０１５年国勢調査（小地域）［年齢（５歳階級，４区分）別，男女別

人口］，面積（２０２０年４月現在）名古屋市 Web　市政情報　統計　統計なごや Web 版　統計で見た名古屋ス

ケッチ　人口・国勢調査・面積と人口密度（統計で見た名古屋のスケッチ）より統計データを抽出し筆者が

加工。



３.４．名古屋市「救急告知病院」と各区内６５歳以上人口分布

名古屋市内で登録されている「救急告知病院」は，「あいち救急医療ガイド―愛知県　

救急医療情報システム―」から，以下の名古屋市内で登録されている５９医療施設である。

各区別では以下のとおりである。名古屋市内１６区に全て登録医療施設は存在するが，区ご

とによって施設の数には偏りがある。 
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図３　名古屋市各区内高齢者人口密度



２３１０１：千種区

１．ちくさ病院　２．東海病院　３．東部医療センター　４．はちや整形外科病院

５．吉田病院　６．和田内科病院

２３１０２：東区

７．AOI 名古屋病院　８．名古屋ハートセンター

２３１０３：北区

９．大隈病院　１０．北病院　１１．西部医療センター　１２．総合上飯田第一病院

１３．なごや内科整形産婦人科　１４．名春中央病院

２３１０４：西区

１５．桜井医院　１６．名鉄病院　１７．米田病院

２３１０５：中村区

１８．鵜飼病院　１９．大菅病院　２０．名古屋第一赤十字病院

２３１０６：中区

２１．NTT 西日本東海病院　２２．名古屋医療センター　２３．名城病院

２３１０７：昭和区

２４．聖霊病院　２５．名古屋大学医学部附属病院　２６．名古屋第二赤十字病院

２７．安井病院

２３１０８：瑞穂区

２８．高木病院　２９．名古屋市立大学病院

２３１０９：熱田区

３０．熱田リハビリテーション病院　３１．協立総合病院　３２．服部病院　３３．水谷病院

２３１１０：中川区

３４．佐藤病院　３５．名古屋掖済会病院　３６．名古屋共立病院　３７．名古屋西病院

３８．ばんたね病院

２３１１１：港区

３９．岡田整形外科内科　４０．中部労災病院　４１．東洋病院　４２．南陽病院

４３．臨港病院

２３１１２：南区

４４．笠寺病院　４５．北村病院　４６．小松病院　４７．大同病院　４８．中京病院

４９．名南病院　５０．山口病院

名古屋市における新型コロナウイルス感染症（COVID�19）対策のための
救急告知病院・消防署および保健センターの設置状況（角野）

─　　（　　）─173117



２３１１３：守山区

５１．川島病院

２３１１４：緑区

５２．相生山病院　５３．第一なるみ病院　５４．平岩病院　５５．緑市民病院

５６．南生協病院

２３１１５：名東区

５７．メイトウホスピタル

２３１１６：天白区

５８．おにたけ整形外科　５９．名古屋記念病院

まず図４で名古屋市「救急告知病院」と各区内６５歳以上人口分布状況を GIS で描画し，

各区内の施設状況について見ることにする。

名古屋市各区内６５歳以上人口分布状況に各区で登録されている５９施設の「救急告知病院」

を GIS 描画で合わせたものが図４である。ここから概観されるものは，単純には６５歳以上

人口の多い区には，「救急告知病院」の登録が多いことが望ましい。図３では各区内６５歳

以上人口密度の分布状況を GIS で描画されているが，特に大きな偏りがあるとは言えな

い。港区は比較的６５歳以上人口密度が低いが，立地的に港湾関連の事業所も多く，港区の

エリアの大きさに対して人口密度が相対的に低く出ているものと思われる。そこで各区の

６５歳以上人口分布状況に対しての「救急告知病院」の登録施設を概観することとする。こ

こから分かることは，６５歳以上人口の分布状況に大きな偏りが見られない一方で，各区内

の登録施設は偏りがある。名古屋市中心部分には比較的登録施設が多い。例えば，千種区，

東区，中区，昭和区周辺は比較的多く登録されているが，守山区については，エリアも港

区を除けば，住民が多く居住する中では区の南東端側に１施設が登録されているのみで，

ほとんど区住民をカバーしてない状況が明らかとなってくる。このように，「救急告知病

院」は，各区の行政エリア（面積），住民に応じて施設登録することが必要であり，偏り

があることは，居住地域間格差を生じさせることにつながってしまう。ただし，ここで特

に取り上げた守山区に関しては，行政エリア自体名古屋市内で２番目の大きさであるにも

関わらず，登録施設が１施設であることは，今後住民の享受される便益などを考慮し，「救

急告知病院」の登録の見直しも今後必要とされることが検証される。
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３.５．名古屋市「救急告知病院」到達圏と６５歳以上人口のカバー状況

次に図５で各区内住民，特に６５歳以上住民の人口を考慮した上で，到達圏を検証する。

そこで，地図で見る統計（jSTAT MAP）を利用した到達圏エリアファイルの作成と，

到達圏エリア内６５歳以上人口のカバー状況について GIS で描画する。

まず前節までの分析を前提として，名古屋市内で登録されている「救急告知病院」の住

所から jSTAT MAP のオンライン上の「ジオコーディング」機能を用いてポイントデー

タを作成し地図化する，そして「エリア作成」機能から実際の道路ネットワーク上の到達

圏を「エリアファイル」を作成し GIS による描画が行われる。ここで「救急告知病院」へ

名古屋市における新型コロナウイルス感染症（COVID�19）対策のための
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図４　名古屋市「救急告知病院」と各区内６５歳以上人口分布状況



のアクセスは自動車での移動を分析の対象とするが，消防署に救急要請を行い「救急車」

を想定する。さらに，前述した総務省消防庁の「令和元年度　救急救助の現状」の以下の

記述，「現場到着までの平均所要時間は８.７分，病院等収容までの平均所要時間は３９.５分と

なり」を参考とする�。そこで，救急搬送の所要時間は，現場到着を１０分圏内と仮定し，

日中の市街地が混雑している道路ネットワークを考慮しても，時速２０キロ（２０km/h）とす
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時間別搬送人員」を参照のこと。
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れば，約３.３km が到達圏内と言える。しかし，実際の道路ネットワークを考慮すると，日中

の１６時から１８時台では３km 弱であると判断し，時速１５キロ（１５km/h）とする。したがっ

て，救急告知病院への到達圏内を時速１５キロ（１５km/h）で ２.５km 圏内として jSTAT MAP 

の「エリア作成」で実際の道路ネットワークを考慮した上で，図５で GIS で描画する。

さらに，政府統計の総合窓口（e-Stat）内の２０１５年国勢調査（小地域）の［年齢（５歳

階級，４
　

 区分）別，男女別人口］から人口および６５歳以上人口等の統計データと統合し，

図５で GIS により描画し，カバー状況を地理空間情報分析によって検証する。

図５から明らかになったことは以下の通りである。本研究の jSTAT MAP を用いた「救

急告知病院」の到達圏エリアの作成を試みたが，救急車での正味の移動時間のみを考慮す

ること意図し１０分圏内としたが，時速１５キロ（１５km/h）で ２.５km 圏内としたことは，非

常に厳しい条件を課した上での検証であったが，名古屋市内各区に関して言えば，守山区

を除いては，ほぼ全域をカバーしていると判断される。これは，３.４．節で，既に明らかと

名古屋市における新型コロナウイルス感染症（COVID�19）対策のための
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補足図５�１　名古屋市・尾張旭市「救急告知病院」到達圏と６５歳以上人口のカバー状況



されたことではあるが，守山区に唯一登録されている「救急告知病院」が，ほぼ名東区よ

り，かつ隣接する尾張旭市の行政区域の近傍に位置することも，守山区民をほぼカバーす

ることができない状況が現れていると判断される。

本研究では，隣接する尾張旭市などの６５歳以上人口などは取り除いた形でのスピルオー

バー効果を捨象した検証としている。実際には救急要請では，隣接地域に登録されている

「救急告知病院」との連携も必要となる。そこで，守山区のみ尾張旭市に登録されている

「救急告知病院」を考慮し，守山区への「救急医療」のスピルオーバー効果を分析の対象

とし，６５歳以上人口のカバー状況を検証し，補足図５�１として GIS で描画する。

尾張旭市には，「旭労災病院」が登録されており，jSTAT MAP で１０分圏内，時速１５キ

ロ（１５km/h）で ２.５km 圏内として GIS で描画するとある程度カバーされるが，実際は守

山区に登録されている「川島病院」が尾張旭市の住民に対するカバーエリアが大きく，ス

ピルオーバー効果の影響が大きいことが検証される。

３.６．名古屋市「消防署」と各区内６５歳以上人口分布状況

名古屋市内の消防署の情報は，国土数値情報ダウンロードサービスから入手し，データ

ベースを作成すると，名古屋市内で登録されている「消防署」は以下の６１施設である。各

区別では以下のとおりである。

２３１０１：千種区

１．名古屋市消防局千種消防署　２．名古屋市消防局千種消防署覚王山出張所

３．名古屋市消防局千種消防署吹上出張所　４．名古屋市消防局千種消防署東山出張所

２３１０２：東区

５．名古屋市消防局東消防署　６．名古屋市消防局東消防署富士塚出張所

７．名古屋市消防局東消防署矢田出張所

２３１０３：北区

８．名古屋市消防局北消防署　９．名古屋市消防局北消防署楠出張所

１０．名古屋市消防局北消防署飯田出張所

２３１０４：西区

１１．名古屋市消防局西消防署　１２．名古屋市消防局西消防署押切出張所

１３．名古屋市消防局西消防署山田出張所　１４．名古屋市消防局西消防署大野木出張所
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２３１０５：中村区

１５．名古屋市消防局中村消防署　１６．名古屋市消防局中村消防署岩塚出張所

１７．名古屋市消防局中村消防署椿出張所　１８．名古屋市消防局中村消防署日比津出張所

２３１０６：中区

１９．名古屋市消防局（中区内）　２０．名古屋市消防局中消防署

２１．名古屋市消防局中消防署橘出張所　２２．名古屋市消防局中消防署老松出張所

２３１０７：昭和区

２３．名古屋市消防局昭和消防署　２４．名古屋市消防局昭和消防署白金出張所

２５．名古屋市消防局昭和消防署八事出張所

２３１０８：瑞穂区

２６．名古屋市消防局瑞穂消防署　２７．名古屋市消防局瑞穂消防署堀田出張所

２３１０９：熱田区

２８．名古屋市消防局熱田消防署　２９．名古屋市消防局熱田消防署船方出張所

２３１１０：中川区

３０．名古屋市消防局中川消防署　３１．名古屋市消防局中川消防署下之一色出張所

３２．名古屋市消防局中川消防署日置出張所　３３．名古屋市消防局中川消防署尾頭橋出張所

３４．名古屋市消防局中川消防署富田出張所

２３１１１：港区

３５．名古屋市消防局港消防署　３６．名古屋市消防局港消防署稲永出張所

３７．名古屋市消防局港消防署荒子川出張所　３８．名古屋市消防局港消防署東海橋出張所

３９．名古屋市消防局港消防署東築地出張所　４０．名古屋市消防局港消防署南陽出張所

２３１１２：南区

４１．名古屋市消防局南消防署　４２．名古屋市消防局南消防署星崎出張所

４３．名古屋市消防局南消防署大江出張所　４４．名古屋市消防局南消防署大同出張所

４５．名古屋市消防局南消防署道徳出張所

２３１１３：守山区

４６．名古屋市消防局守山消防署　４７．名古屋市消防局守山消防署志段味出張所

４８．名古屋市消防局守山消防署守西出張所　４９．名古屋市消防局守山消防署大森出張所

２３１１０４：緑区

５０．名古屋市消防局緑消防署　５１．名古屋市消防局緑消防署戸笠出張所

５２．名古屋市消防局緑消防署大高出張所　５３．名古屋市消防局緑消防署鳴海出張所
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５４．名古屋市消防局緑消防署有松出張所

２３１１５：名東区

５５．名古屋市消防局名東消防署　５６．名古屋市消防局名東消防署星ヶ丘出張所

５７．名古屋市消防局名東消防署猪子石出張所　５８．名古屋市消防局名東消防署豊が丘出張所

２３１１６：天白区

５９．名古屋市消防局天白消防署　６０．名古屋市消防局天白消防署植田出張所

６１．名古屋市消防局天白消防署島田出張所

次に図６で名古屋市「消防署」と各区内６５歳以上人口分布状況を GIS で描画し，各区内

の施設状況について見ることにする。

図３において名古屋市内の各区内６５歳以上人口密度の分布状況を GIS で描画したが，特

に大きな偏りはなかったことが検証されているので，名古屋市内の各区の６５歳以上人口の 

GIS で描画されたものに名古屋市内「消防署」の６１施設を合わせている。

名古屋市内１６区に全て「消防署」および「出張所」は存在するが，区ごとによって多少

の施設の数には偏りがあるものの，大きな偏りはみられない。名古屋市内で登録されてい

る「救急告知病院」も５９施設と「消防署」と，ほぼ同数の施設が存在するが，偏在が見ら

れない点が官公庁管轄の施設である事もあり，緊急時の迅速な対応が求められる施設とし

ての役割を果たしているものと予想される。

各区の特徴としては，図３から港区は比較的６５歳以上人口密度が低いが，立地的に港湾

関連の事業所も多く，港区のエリアの大きさに対して人口密度が相対的に低く出ているも

のと思われるが，「消防署」の配置状況は，エリア内に均等に存在しており，偏在は見ら

れない。６５歳以上人口密度は低いものの，港湾関連事業所が多く存在することから，「消

防」の要請としての役割が大きく求められており，反映した配置状況であると考えられる。

図６は，各区の６５歳以上人口分布状況に対しての「消防署」の配置状況を示しているこ

とから分かることは，６５歳以上人口の分布状況に大きな偏りが見られない一方で，各区内

の登録施設にも大きな偏りがないことが分かる。しかし，名古屋市中心部分には比較的登

録施設が多いことは，「救急告知病院」の登録施設と類似した傾向がある。例えば，千種

区，東区，中区，昭和区周辺は比較的多く登録されているが，守山区については，エリア

も港区を除けば，住民が多く居住する中では区の南端側に３施設と北東側に１施設が登録

されているのみで，名古屋市内の他区の区住民をカバー状況から比較すると，カバー状況

不十分であると判断される。このように，「消防署」は，各区の行政エリア（面積），住民
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に応じて施設登録することが必要であり，偏りがあることは，居住地域間格差を生じさせ

ることにつながってしまう。ただし，港区のような港湾施設が多く，エリア面積の広い特

徴をもった区については，区内人口などとは連動せず，「消防署」が配置されていること

が検証された。 
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図６　名古屋市「消防署」と各区内６５歳以上人口分布状況



３.７．名古屋市「消防署」管内消防車到達圏と６５歳以上人口のカバー状況

次に図７で各区内住民，特に６５歳以上住民の人口を考慮した上で，到達圏を検証する。

そこで，地図で見る統計（jSTAT MAP）を利用した到達圏エリアファイルの作成と，

到達圏エリア内６５歳以上人口のカバー状況について GIS で描画する。

まず前節までの分析を前提として，名古屋市内「消防署」の住所から jSTAT MAP の

オンライン上の「ジオコーディング」機能を用いてポイントデータを作成し地図化する，

そして「エリア作成」機能から実際の道路ネットワーク上の到達圏を「エリアファイル」

を作成し GIS による描画が行われる。ここで「消防署」から現地へのアクセスは消防署へ

の救急要請による出動であることから「救急車」を想定する。さらに，前述した総務省消

防庁の「令和元年度　救急救助の現状」の以下の記述，「現場到着までの平均所要時間は

８.７分，病院等収容までの平均所要時間は３９.５分となり」を参考とする�。そこで，救急搬

送の所要時間は，現場到着を１０分圏内と仮定し，日中の市街地が混雑している道路ネット

ワークを考慮しても，時速２０キロ（２０km/h）とすれば，約 ３.３km が到達圏内と言える。

しかし，実際の道路ネットワークを考慮すると，日中の１６時から１８時台では３km 弱であ

ると判断し，時速１５キロ（１５km/h）とする。したがって，「消防署」から現地への到達圏

内を時速１５キロ（１５km/h）で ２.５km 圏内として jSTAT MAP の「エリア作成」で実際の

道路ネットワークを考慮した上で，図７で GIS で描画する。

ただし，『「消防署」から現地への到達圏内を時速１５キロ（１５km/h）で ２.５km 圏内』の

想定は，「救急告知病院」への到達圏内と同じであることは，本研究では，自動車は「消

防車」を前提とし，通常の自家用車より比較的到達圏内は広がるものと考えられるものの，

実際の状況では，「救急出動の入電から施設への収容が約４０分程度」必要としていること

を想定し，「消防署から現地，現地から救急告知病院」の正味の移動時間が約２０分として

も，搬送などの所要時間を考えれば，ある程度厳しい条件下での到達圏内を検証すること

が望ましいと本研究では判断した。

さらに，政府統計の総合窓口（e-Stat）内の２０１５年国勢調査（小地域）の［年齢（５歳

階級，４
　

 区分）別，男女別人口］から人口および６５歳以上人口等の統計データと統合し，

図５で GIS により描画し，カバー状況を地理空間情報分析によって検証する。
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�　総務省消防庁 Web サイト　救急救助の現状「令和元年度　救急救助の現状」PDF 版「第49

表　事故種別及び現場到着所要時間別出動件数」，および「第51表　事故種別及び病院収容所要

時間別搬送人員」を参照のこと。



図７から明らかになったことは以下の通りである。本研究の jSTAT MAP を用いた「消

防署」から現地への到達圏エリアの作成を試みたが，救急車での正味の移動時間のみを考

慮すること意図し１０分圏内としたが，時速１５キロ（１５km/h）で ２.５km 圏内としたことは，

非常に厳しい条件を課した上での検証であったが，名古屋市内各区に関して言えば，守山

区を除いては，ほぼ全域をカバーしていると判断される。これは，３.６．節で，既に明らか

とされたことではあるが，守山区に配置されている「消防署」が，３施設が北区，東区，

千種区，名東区寄りであり，１施設のみ北東側に存在し，行政区域内での施設配置状況が，

他区と比較し，ある程度の偏りがあることが要因と判断される。今後の施設配置状況の見

直しも検討が必要であると考えられる。

名古屋市における新型コロナウイルス感染症（COVID�19）対策のための
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図７　名古屋市「消防署」管内消防車到達圏と６５歳以上人口のカバー状況



３.８．名古屋市「救急告知病院」と「消防署」管内消防車共有到達圏と６５歳以上人口の

カバー状況

次に図８で各区内住民，特に６５歳以上住民の人口を考慮した上で，名古屋市「救急告知

病院」と「消防署」管内消防車共有到達圏を検証する。

そこで，地図で見る統計（jSTAT MAP）を利用した名古屋市「救急告知病院」と「消

防署」到達圏エリアファイルの作成した上で，両エリアを GIS のインターセクトの機能を

活用し，両施設が共有している到達圏エリア内と６５歳以上人口のカバー状況について GIS 

で描画する。

まず前節までの分析を前提として，救急搬送の所要時間は，「消防署」から現場到着を

１０分圏内，現場から「救急告知病院」を１０分圏内と想定する。したがって到達圏内を時速

１５キロ（１５km/h）で ２.５km 圏内として jSTAT MAP の「エリア作成」し共有到達圏内を

図８で GIS で描画する。また，前節の前提から「救急出動の入電から施設への収容が約４０

分程度」必要としていることを想定し，「消防署から現地，現地から救急告知病院」の正

味の移動時間が共有到達圏内であれば最大で約２０分を要することを考慮すると，搬送など

の所要時間を考えれば厳しい条件下での到達圏内を検証することとした。

さらに，政府統計の総合窓口（e-Stat）内の２０１５年国勢調査（小地域）の［年齢（５歳

階級，４
　

 区分）別，男女別人口］から人口および６５歳以上人口等の統計データと統合し，

図５で GIS により描画し，カバー状況を地理空間情報分析によって検証する。

図８から明らかになったことは以下の通りである。本研究の jSTAT MAP を用いた「消

防署」から現地へ，現地から「救急告知病院」への共有到達圏エリアの作成を試みたが，

救急車での正味の移動時間のみを考慮すること意図し，最大約２０分圏内としたが，時速１５

キロ（１５km/h）で ２.５km 圏内とし，厳しい条件下での検証であった。名古屋市内各区に

関して言えば，守山区を除いては，ほぼ全域をカバーしていると判断される。これは，こ

れは，３.４．節で守山区に唯一登録されている「救急告知病院」が名東区より，３.６．節

で守山区に配置されている「消防署」が，３
　

 施設が北区，東区，千種区，名東区寄りであ

り，１
　

 施設のみ北東側に存在し，行政区域内での施設配置状況が，「救急告知病院」がカ

バーできていない現状を示しており，今後の施設配置状況の見直しも検討が必要である。
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３.９．名古屋市「救急告知病院」６５歳以上徒歩到達圏と６５歳以上人口のカバー状況

次に図９で各区内６５歳以上住民の人口を考慮した上で，到達圏を検証する。

そこで，地図で見る統計（jSTAT MAP）を利用した到達圏エリアファイルの作成と，

到達圏エリア内６５歳以上人口のカバー状況について GIS で描画する。

まず前節までの分析を前提として，名古屋市内で登録されている「救急告知病院」の住

所から jSTAT MAP のオンライン上の「ジオコーディング」機能を用いてポイントデー

タを作成し地図化する，そして「エリア作成」機能から実際の道路ネットワーク上の到達

名古屋市における新型コロナウイルス感染症（COVID�19）対策のための
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図８　名古屋市「救急告知病院」と「消防署」管内消防車共有到達圏と６５歳以上
人口のカバー状況



圏を「エリアファイル」を作成し GIS による描画が行われる。

次に「新型コロナウイルス」感染症と「救急医療」の重要性については，第１章では，

磯川ほか（２０２０）で東京都中央区の聖路加国際病院の新型コロナウイルス感染症（COVID� 

１９）の第一波における救急医療の対応状況の概要について，『当院では Walk In 患者と救

急搬送患者を同じエリア内で診療しているため，不要不急の Walk In 患者が減少したこと

は，救急外来でのオーバーフローを防ぐ上で幸いであったが，（途中略）一時的に救急車

を断らなければならない事態が多々発生した。』と当時の状況を説明している。したがっ

て，「救急医療」に携わる医療機関は，常に救急車と Walk In 患者を合わせた救急外来に

備えて置く必要性と重要性を示した�。

前節までは，「救急告知病院」へのアクセスは「消防署」からの「救急出動」による「救

急車」での自動車の移動を分析の対象としてきた。しかし，「新型コロナウイルス」感染

症の「救急告知病院」の受診対応は，前述の第１章の聖路加国際病院の対応の記述からも

分かるように Walk In 患者への対応の重要性を検証する必要がある。そこで本節では，

「救急告知病院」の受診対応は，Walk In 患者による自らの受診を考慮する視点から，徒

歩での移動を分析の対象とする。また Walk In 患者として６５歳以上人口の高齢者を取り上

げる理由としては，第１章で救急搬送の半数以上が６５歳以上人口の高齢者であり，これら

の高齢者の占める割合が年々増加傾向にあると総務省消防庁の「令和元年度　救急救助の

現状」に公表されていることを記述していることにある�。したがって，「新型コロナウイ

ルス」感染症の「救急告知病院」の受診対応について，６５歳以上高齢者の Walk In 患者に

よる自らの受診を検証の対象とすることとした。

そこで，６５歳以上高齢者の Walk In 患者による自らの徒歩による受診のための所要時間

は，現場到着を３０分圏内と仮定し，日中の市街地が混雑している道路ネットワークの考慮

とともに高齢者の体力も考慮する必要がある。そこで時速２キロ（２km/h）とすれば，約

１が到達圏内と言える。したがって，救急告知病院への徒歩３０分到達圏内を時速２キロ

（２km/h）で１km 圏内として jSTAT MAP の「エリア作成」で図９で GIS で描画する。

さらに，政府統計の総合窓口（e-Stat）内の２０１５年国勢調査（小地域）の［年齢（５歳

階級，４
　

 区分）別，男女別人口］から人口および６５歳以上人口等の統計データと統合し，

図９で GIS により描画し，カバー状況を地理空間情報分析によって検証する。
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�　Emer  （2020），小林編ほか（2020）参照のこと。

�　総務省消防庁 Web サイト　救急救助の現状「令和元年度　救急救助の現状」PDF 版「第29

表　年齢区分別の搬送人員対前年比」を参照のこと。



図９から明らかになったことは以下の通りである。本研究の jSTAT MAP を用いた「救

急告知病院」の６５歳以上徒歩到達圏エリアの作成を試みたが，６５歳以上高齢者の Walk In 

患者による自らの徒歩による受診のための所要時間は，現場到着を３０分圏内と仮定したが，

時速２キロ（２km/h）で１km 圏内としたことは，６５以上高齢者の体力を考慮した条件を

課した上での検証であった。

各区内の「救急告知病院」の６５歳以上徒歩到達圏カバー状況は，登録施設の偏りが影響

しているものと考えられる。名古屋市中心部分には比較的登録施設が多い。例えば，千種

名古屋市における新型コロナウイルス感染症（COVID�19）対策のための
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図９　名古屋市「救急告知病院」６５歳以上徒歩到達圏と６５歳以上人口のカバー状況



区，東区，中区，昭和区周辺は比較的多く登録されているが，守山区については，エリア

も港区を除けば，住民が多く居住する中では区の南東端側に１施設が登録されているのみ

である。したがって，６５歳以上徒歩到達圏カバー状況も厳しい状況であることが分かる。

このように，「救急告知病院」は，各区の行政エリア（面積），住民に応じて施設登録する

ことが必要であり，特に６５歳以上高齢者の Walk In 患者による自らの徒歩による受診を到

達圏内の分析対象とすると，各区間の偏りがあることは，居住地域間格差を生じさせる結

果を生じさせることにつながってしまう。したがって，住民の享受される便益などを考慮

し，「救急告知病院」の登録の見直しも今後必要とされることが検証される。

３.１０．名古屋市「救急告知病院」６５歳以上徒歩到達圏内別人口のカバー状況

次に３.９．節の図９に関する分析を基礎として，各区内「救急告知病院」から地図で見

る統計（jSTAT MAP）を利用して到達圏エリアファイルの作成し，６５歳以上徒歩到達圏

内別の住民の人口集計した上で，到達圏エリア内６５歳以上人口のカバー状況について図１０

で GIS で描画し，表３では「救急告知病院」ごとの６５歳以上人口数とカバー率についてま

とめることとする。

図１０，表３から新たに明らかになったことは以下の通りである。前節の図９で「救急告

知病院」の６５歳以上高齢者の徒歩到達圏内の Walk In 患者のアクセス可能な人口の状況は

概観できた。したがって，各区内の「救急告知病院」の６５歳以上徒歩到達圏カバー状況は，

登録施設の偏りが影響していたことが検証された。

そこで本節では，各区間の「救急告知病院」の６５歳以上徒歩到達圏内の人口のカバー状

況の偏りを前提として，「救急告知病院」ごとの６５歳以上高齢者人口をどれだけカバーし

ているかを検証してみる。名古屋市中心部分には比較的登録施設が多く，千種区，東区，

中区，昭和区周辺は比較的多く登録されているが，守山区については区の南東端側に１施

設が登録されているのみであった。しかし，「救急告知病院」ごとの６５歳以上到達圏内人

口および人口カバー率については，概ね１,５００人から６,０００人程度であり，１０％から２０％程

度である。「救急告知病院」からの１圏内であることを考えれば，各区内の６５歳以上総人

口が，概ね２０,０００人から４０,０００人前後であることからすれば，カバー人口が多くても約６,０００

人程度で，２０％程度であるから，６５歳以上高齢者の徒歩到達圏内の Walk In 患者のアクセ

ス可能な人口を増加するには，各区内で登録される「救急告知病院」を増加してゆくしか

ないことが改めて検証された。
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表３　名古屋市「救急告知病院」６５歳以上徒歩到達圏内別人口のカバー状況

７東区６５４３２１千種区区名/番号

AOI 名古屋
病院

和田内科
病院

吉田病院
はちや整形
外科病院

東部医療
センター

東海病院ちくさ病院
病院名（病院/

センター）

１７,４５７３７,５３１
６５歳以上区内

人口（人）

４,３３１５,６８５５,７９３４,２７２５,００８２,８８１５,６０１
到達圏内６５歳
以上人口（人）

２５％１５％１５％１１％１３％８％１５％
（６５歳以上人口

カバー率）

西区１４１３１２１１１０９北区８区名/番号

名春中央
病院

なごや内科
整形産婦人科

総合上飯田
第一病院

西部医療
センター

北病院大隈病院
名古屋ハート

センター
病院名（病院/

センター）

３５,９６９４４,９３５
６５歳以上区内

人口（人）

１,８８３２,６９５４,６８５５,４４４５,６３０４,０７５２,６７２
到達圏内６５歳
以上人口（人）

４％６％１０％１２％１３％９％１５％
（６５歳以上人口

カバー率）

図１０　名古屋市「救急告知病院」６５歳以上徒歩到達圏内別人口のカバー状況



第１８巻　第２号

─　　（　　）─190134

２１中区２０１９１８中村区１７１６１５区名/番号

NTT 西日
本東海病院

名古屋第一
赤十字病院

大菅病院鵜飼病院米田病院名鉄病院桜井医院
病院名（病院/

センター）

１７,１９６３６,５１４
６５歳以上区内

人口（人）

３,９４０５,８６８６,６０８６,７０１４,１９９４,４４１２,７６６
到達圏内６５歳
以上人口（人）

２３％１６％１８％１８％１２％１２％８％
（６５歳以上人口

カバー率）

２８瑞穂区２７２６２５２４昭和区２３２２区名/番号

高木病院安井病院
名古屋第二
赤十字病院

名古屋大学
医学部附属病院

聖霊病院名城病院
名古屋医療
センター

病院名（病院/
センター）

２７,１０８２４,６１３
６５歳以上区内

人口（人）

３,８４６５,０６４１,４２５１,３８９３,２２９８９９１,１５７
到達圏内６５歳
以上人口（人）

１４％２１％６％６％１３％５％７％
（６５歳以上人口

カバー率）

３５３４中川区３３３２３１３０熱田区２９区名/番号

名古屋掖済会
病院

佐藤病院水谷病院服部病院
協立総合

病院
熱田リハビリ

テーション病院
名古屋市立
大学病院

病院名（病院/
センター）

５２,７５０１６,７２１
６５歳以上区内

人口（人）

２,０４９４,６１６３,８８７２,２０７４,２９２５,２５１４,５２９
到達圏内６５歳
以上人口（人）

４％９％２３％１３％２６％３１％１７％
（６５歳以上人口

カバー率）

４３４２４１４０３９港区３８３７３６区名/番号

臨港病院南陽病院東洋病院
中部労災

病院
岡田

整形外科内科
ばんたね

病院
名古屋
西病院

名古屋
共立病院

病院名（病院/
センター）

３７,６５３
６５歳以上区内

人口（人）

２,２９８２,５２９３,４６４８１９２,１３７４,０１８２,３１７３,４７１
到達圏内６５歳
以上人口（人）

６％７％９％２％６％８％４％７％
（６５歳以上人口

カバー率）

守山区５０４９４８４７４６４５４４南区区名/番号

山口病院名南病院中京病院大同病院小松病院北村病院笠寺病院
病院名（病院/

センター）

４０,５３０３９,１２６
６５歳以上区内

人口（人）

２,７９７４,３１９４,６１２２,３６８４,９４２５,１６６４,２８２
到達圏内６５歳
以上人口（人）

７％１１％１２％６％１３％１３％１１％
（６５歳以上人口

カバー率）

５７名東区５６５５５４５３５２緑区５１区名/番号

メイトウ
ホスピタル

南生協病院緑市民病院平岩病院
第一なるみ

病院
相生山病院川島病院

病院名（病院/
センター）

３３,４７５５９,９０４
６５歳以上区内

人口（人）

２,５９８４７９３,１０６３,１３１２,６４９１,２０３１,４３２
到達圏内６５歳
以上人口（人）

８％１％５％５％４％２％４％
（６５歳以上人口

カバー率）

５９５８天白区区名/番号

名古屋
記念病院

おにたけ
整形外科

病院名（病院/
センター）

３４,５７３
６５歳以上区内

人口（人）

２,３１６４,３４７
到達圏内６５歳
以上人口（人）

７％１３％
（６５歳以上人口

カバー率）

出所：人口統計：政府統計の総合窓口（e-Stat）　２０１５年国勢調査（小地域）［年齢（５歳階級，４区分）別，男女別人口］，「あいち救

急医療ガイド―愛知県　救急医療情報システム―」から名古屋市内で登録されている５９医療施設から統計データを抽出し筆者が

加工。



３.１１．名古屋市「保健センター」と各区内６５歳以上人口分布

名古屋市内の「保健センター」の情報は，名古屋市 Web サイト「名古屋市１６区保健セ

ンター感染症対策等担当一覧」から入手しデータベースを作成すると，名古屋市内で登録

されている「保健センター」は各区に１センター配置されており，以下の１６か所となる。

１．千種保健センター　２．東保健センター　３．北保健センター　４．西保健セン

ター　５．中村保健センター　６．中保健センター　７．昭和保健センター　８．瑞穂保

健センター　９．熱田保健センター　１０．中川保健センター　１１．港保健センター　１２．

南保健センター　１３．守山保健センター　１４．緑保健センター　１５．名東保健センター　

１６．天白保健センター
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図１１　名古屋市「保健センター」と各区内６５歳以上人口分布



まず図１１で名古屋市「保健センター」と各区内６５歳以上人口分布状況を GIS で描画し，

各区内の施設状況について見ることにする。各区の６５歳以上人口分布状況に対しての「保

健センター」の配置状況を示していることから分かることは，６５歳以上人口の分布状況に

大きな偏りが見られない一方で，各区内の登録施設は１施設であり，各区内人口もしくは

６５歳以上人口には関係なく均一に配置されている。ただし，港区，守山区のようなエリア

面積の広い特徴を持つ区についても均一に１施設配置されており，「保健センター」によっ

て６５歳以上高齢者人口を幅広くカバーすることは難しい状況が明らかとなってくる。

３.１２．名古屋市「保健センター」６５歳以上徒歩到達圏と６５歳以上人口のカバー状況

図１２から明らかになったことは以下の通りである。本研究の jSTAT MAP を用いた「保

健センター」の６５歳以上徒歩到達圏エリアの作成を試みたが，「救急告知病院」の６５歳以

上高齢者の Walk In 患者相当による自らの徒歩による受診のための所要時間と同様に，現

場到着を３０分圏内と仮定したが，時速２キロ（２km/h）で１km 圏内とした条件を課した

上での検証であった。

各区内の「保健センター」の６５歳以上徒歩到達圏カバー状況は，各区内に１施設の均一

の配置であることから，特に大きな偏りも見られない。しかし，港区，守山区のようなエ

リア面積の大きな区でも１施設のみの配置である。したがって，６５歳以上徒歩到達圏カ

バー状況は，区全体の６５歳以上人口に対しては，それほど大きくはない状況であることが

分かる。このように，「保健センター」は，「救急告知病院」のような「救急医療」に直結

する役割を持っている訳ではないため，６５歳以上高齢者の Walk In 患者相当による自らの

徒歩による受診を到達圏内の分析対象とすると，カバー状況はそれほど大きくはない。し

かし，「新型コロナウイルス感染症」の２０２０年前半以降の拡大の状況下では，最初の感染

の不安の相談，もしくは PCR 検査の受診相談等は「保健センター」が携わることになった。

さらに，Walk In 患者の対応は，「救急告知病院」での対応では逼迫化することが明ら

かとなったことで，「新型コロナウイルス」感染症対策としては重要性を増すことになっ

たと考えられる�。
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�　Emer  （2020）には，「新型コロナウイルス感染症（COVID�19）と救急医療」についての

特集記事が組まれており，2020年前半の救急医療機関の現状が記述されている。



３.１３．名古屋市「保健センター」６５歳以上徒歩到達圏内別人口のカバー状況

次に３.１２．節の図１２に関する分析を基礎として，各区内「保健センター」から地図で見

る統計（jSTAT MAP）を利用して到達圏エリアファイルの作成し，６５歳以上徒歩到達圏

内別の住民の人口集計した上で，到達圏エリア内６５歳以上人口のカバー状況について図１３

で GIS で描画し，表４では「保健センター」ごとの６５歳以上人口数とカバー率についてま

とめることとする。図１３，表４から新たに明らかになったことは以下の通りである。前節

の図１２で「保健センター」の６５歳以上高齢者の徒歩到達圏内の Walk In 患者のアクセス可

能な人口の状況は概観できた。

そこで本節では，「保健センター」は各区に均一に１施設の配置であることから６５歳以

上徒歩到達圏内の人口のカバー状況を検証してみる。「保健センター」ごとの６５歳以上到

名古屋市における新型コロナウイルス感染症（COVID�19）対策のための
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図１２　名古屋市「保健センター」６５歳以上徒歩到達圏と６５歳以上人口のカバー状況



達圏内人口および人口カバー率については，概ね１,３００人から７,０００人程度であり，４
　

 ％か

ら２４％程度である。「保健センター」からの１圏内であることを考えれば，各区内の６５歳

以上総人口が，概ね２０,０００人から４０,０００人前後であることからすれば，カバー人口が多く

ても約７,０００人程度で，２４％程度であるから，６５歳以上高齢者の徒歩到達圏内の Walk In 

患者相当のアクセス可能な人口は大きくはないことが分かる。

しかし，「新型コロナウイルス感染症」の２０２０年前半以降の拡大の状況下では，最初の

感染の不安の相談，もしくは PCR 検査の受診相談等は「保健センター」が携わることに

なった。そこで各区内で均一に１施設のみ配置する「保健センター」では，日常の保健相

談も並行して業務として行われている現状を考慮すると，住民の享受される便益などを考

慮し，「保健センター」の配置や「受診相談」などの業務の見直し，そして新たな設置な

どの計画の見直しも今後必要とされることが検証される。
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図１３　名古屋市「保健センター」６５歳以上徒歩到達圏内別人口のカバー状況



３.１４．名古屋市「救急告知病院」・「保健センター」６５歳以上徒歩到達圏内別人口カバー

状況

最後に図１４で各区内住民，特に６５歳以上住民の人口を考慮した上で，名古屋市「救急告

知病院」と「保健センター」の６５歳以上との到達圏内別人口を合わせカバー状況を検証す

る。そこで，３.１０．節，３.１３．節で分析した名古屋市「救急告知病院」と「保健センター」

６５歳以上徒歩到達圏エリアファイルの作成した上で，両施設の到達圏エリアと６５歳以上人

口のカバー状況について GIS で描画する。

図１４から明らかになったことは以下の通りである。本研究の前節までの分析から，６５歳

以上高齢者の徒歩到達圏内の Walk In 患者のアクセス可能な人口のカバー状況は，居住地

からの「救急告知病院」もしくは「保健センター」への到達圏エリアは，「救急告知病院」

の到達圏カバー状況から，大きくは広がっていない。各区内に均一に配置される「保健セ

ンター」は，比較的各区内の中心部にあり，かつ「救急告知病院」の到達圏内とオーバー

ラップしている施設が多数を占めていることが理由であり，GIS を用いて描画し図１４示す

ことで浮き彫りとされた。しかし，前節までの分析で「保健センター」の Walk In 患者相

当の対応は，「救急告知病院」での対応では逼迫化することが明らかとなったことで，「新

型コロナウイルス」感染症対策としては重要性を増すことになった。「保健センター」の

配置や「受診相談」などの業務の見直し，新たな設置などの計画の見直しも今後必要とさ

れる。
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表４　名古屋市「保健センター」６５歳以上徒歩到達圏内別人口のカバー状況

瑞穂区昭和区中区中村区西区北区東区千種区区名/番号

瑞穂保健
センター

昭和保健
センター

中保健
センター

中村保健
センター

西保健
センター

北保健
センター

東保健
センター

千種保健
センター

センター名

２７,１０８２４,６１３１７,１９６３６,５１４３５,９６９４４,９３５１７,４５７３７,５３１
６５歳以上区内

人口（人）

２,４４１３,５８４２,３５１６,７３３４,３２９５,０６１４,２４３５,９４４
到達圏内６５歳
以上人口（人）

９％１５％１４％１８％１２％１１％２４％１６％
（６５歳以上人口

カバー率）

天白区名東区緑区守山区南区港区中川区熱田区区名/番号

天白保健
センター

名東保健
センター

緑保健
センター

守山保健
センター

南保健
センター

港保健
センター

中川保健
センター

熱田保健
センター

センター名

３４,５７３３３,４７５５９,９０４４０,５３０３９,１２６３７,６５３５２,７５０１６,７２１
６５歳以上区内

人口（人）

２,３０６２,９１３２,３９８３,１７１２,７０８２,４７７２,９７１１,３０６
到達圏内６５歳
以上人口（人）

７％９％４％８％７％７％６％８％
（６５歳以上人口

カバー率）

出所：人口統計：政府統計の総合窓口（e-Stat）　２０１５年国勢調査（小地域）［年齢（５歳階級，４区分）別，男女別人口］，名古屋市 

Web サイト「名古屋市１６区保健センター感染症対策等担当一覧」から名古屋市内で登録されている１６施設の「保健センター」の

統計データを抽出し筆者が加工。



４．お　わ　り　に

本研究では，名古屋市における新型コロナウイルス感染（COVID�１９）対策に対する救

急告知病院・消防署および保健センターの６５歳以上人口のカバー状況について，GIS（地

理情報システム）と jSTAT MAP（地図で見る統計）を用いた地理空間情報分析を行った。

jSTAT MAP により各施設への到達圏を自動車１０分（１５km/h），徒歩３０分（２km/h）で算

出し，当該到達圏内の６５歳以上人口について名古屋市の国勢調査（小地域）から明らかに
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図14　名古屋市「救急告知病院」・「保健センター」65歳以上徒歩到達圏内別人口のカバー状況



した。

まず本研究では，６５歳以上人口の高齢者の救急搬送については，「入電から救急者の出

動，現場到着，救急告知病院への搬送，そして，医師引継ぎ」を一連の所要時間と考慮し，

平均所要時間が３９.５分であることを想定し，「救急告知病院」と「消防署」の到達圏エリア

を検証した�。新型コロナウイルス感染症が拡大する中，６５歳以上高齢者の救急搬送され

る人数が増加する中，いかに迅速にかつ多くの人口をカバーできるかが重要となってきて

いた。

本研究で検証されたことは，名古屋市内の１６区に関しては，守山区を例外とすれば，他

１５区内では到達圏がほぼ全域をカバーしていることが検証された。

そこで，次に「新型コロナウイルス」感染症が拡大するにしたがって Walk In 患者の対

応が，「救急告知病院」での対応では逼迫化する状況が顕著となってきた。そこで「新型

コロナウイルス」感染症対策としては「保健センター」の役割も重要性を増すことになっ

たことから，６５歳以上高齢者の Walk In 患者の対応状況を検証することとした。「救急告

知病院」と「保健センター」の６５歳以上徒歩到達圏エリアを検証した。新型コロナウイル

ス感染症が拡大する中，日々の受診相談なども含めた医療ケアの重要性は増しており，い

かに迅速にかつ多くの人口をカバーできるかが重要となってきている。

本研究で検証されたことは，名古屋市内の１６区に関しては，「救急告知病院」および「保

健センター」の Walk In 患者の対応に関しては６５歳以上人口の１０％から２０％程度のカバー

率状況である。しかし，「新型コロナウイルス」感染症の終息が未だ見通せない中，「保健

センター」の担う役割と重要性も増してきており，カバー率を引き上げるためには，「救

急告知病院」の登録施設の増加，および各区に均一に１施設のみ配置されている「保健セ

ンター」の施設の増加計画などが必要とされることが想定されることから，これらが今後

の残された課題と考えられる。
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�　総務省消防庁 Web サイト　救急救助の現状を参照のこと。
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